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1. はじめに

近年，公共による自然災害の被災者への個人的補

助の拡充が進んでいる．その一方で金融市場の発展

によって地震保険の機能は向上している．本研究で

は代表的な住宅再建支援制度の下で家主が地震保険

に加入する誘因や，被災後の住宅再建行動，住宅市

場均衡について分析する．とりわけ住宅再建補助や

家賃補助が被災地からの人口流出を抑止する効果や，

補助金の市場を通じた帰着構造に焦点を当てる．

2. 災害被災者への公的支援の考え方

2000年の鳥取県西部地震の際，鳥取県は独自の住

宅復興補助制度を創設し，被害を受けた住宅の建設・

補修，液状化建物復旧及び石垣・擁壁の補修等を行う

被災者に補助を行う市町村に対して補助金を交付し

た．また住宅金融公庫等の災害復興住宅融資を受け

た者への利子補給や，被災者が民間賃貸住宅に入居

した際に行う市町村の家賃補助に対する補助を行っ

た．以上は震災後に設けた特例であったが，その後，

鳥取県は補助対象限度額300万円など同等の補助の

制度化に着手し，鳥取県被災者住宅再建支援条例を

創設した．同条例は県および県内市町村が相互扶助

の観点から拠出した基金を活用して，被災者の域外

流出を防ぎ，被災地の早期復興に寄与することを目

的としている．また，1998年に施行された被災者生

活再建支援法では自宅が全壊した世帯に対して生活

必需品の購入費最高 100万円が支給されることとな

った．さらに内閣府は2004年度予算の概算要求で同

法を改正し，自宅が全壊した場合には最高200万円

を国と地方公共団体が支給する等の新制度創設の方

針を打ち出した．
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しかし長い間，日本の災害対策は被災者への個人

的補助を約束しないものとなっていた．1947年に制

定された災害救助法では災害時の国や地方自治体の

救助の役割が定められているが，その内容は避難所・

応急仮設住宅の設置や炊き出し等による食品や飲料

水の供与，医療・助産など現物支給が原則である．そ

れに対して，例えばトルコの災害救助政策は被災者

に対する財産補償の考え方を基本としている．トル

コ等と比較すると，災害救助法を中心に据えた日本

の災害対策は被災者の自力での対応を原則とし，弱

者に限って福祉的目的から国が救出するものとされ

てきた．

他方，現在，金融市場のボーダーレス化に伴って

災害リスクを対象とした金融商品が長足の進歩を遂

げている．災害デリバティブや政府補助を通じて再

保険キャパシティが拡大したことによって，地震保

険の機能は向上している．2003年現在，地震保険は

建物5000万円・家財1000万円を限度として，全損の

場合には保険金額に対する100％の保険金支払いを

保証している．また総支払限度額は4兆5000億円ま

で上昇している．

以上より，地震被害に対する補償システムは市場

における保険商品，公共による支援制度ともに拡充

しているといえる．個々の家計による市場を通じた

リスクファイナンスの可能性が向上したことによっ

て，公的支援が縮小に向かっているのではない．本

研究は市場と公共のリスクファイナンス機能の異同

と代替・補完関係，両者の効果的なコラボレーション

のあり方に関心をもつものである．そこで本研究で

は，まずは代表的な住宅再建支援制度のもとで家主

が地震保険に加入するインセンティブと，被災後の

再建行動や住宅市場の均衡について分析する．

政府が運営する社会保険や所得再分配の意義に関

しては，公共経済学や厚生経済学の分野において既



に膨大な議論の蓄積がある．従来の災害救助法が指

定する救援物資のリストは，それらが価値財である

という理由によって公的供給が正当化される類のも

のであろう．また鳥取県の支援制度は上述のように「

被災者の域外流出の防止」という目的を掲げている．

ここでは自治体による支援が人口減少がもたらす負

の外部経済性に対する制御として説明されうるであ

ろう．その一方で，昨今の被災者支援制度が家計に

モラルハザードをもたらす危険性も指摘されている．

すなわち補助が家計の地震保険への加入や耐震補強

などの自助努力とは関係なく施されることによって，

それらのような望ましいリスクマネジメント行動の

インセンティブが削がれる可能性がある．従って，政

府が自己責任原理を前面に出して「個人的な補償は

行わない」とコミットするスタンスには一定の理論

的根拠がある．また，もし支援基金の原資が最終的

に税によって融通されるとしたら，被災者支援制度

は政府による強制保険の性格をもつことになる．強

制保険に対しては財産権の保護を盾にした頑健な批

判がある．

従って被災者支援制度が社会厚生を改善するか否

かは実証的な問題である．倫理的・政治的判断をパ

スしえる個々の制度・政策に対して，それらがもた

らす定性的な影響の抽出と定量的なインパクトの計

測を繰り返しながらセカンドベストあるいはサード

ベストの政策を模索していく他はない．本研究では，

被災者支援制度が含む多くの問題の中から，鳥取県

の被災者住宅再建支援条例のタイプの支援制度が住

宅市場に与える影響について分析する．とりわけ地

域家計が他の地域へ移住するオプションをもつとき

に，支援制度が人口流出を防止する効果に着目する．

3. モデル

地震リスクに直面した地域を対象とする．地域に

は毎年，1人の家主とn人の賃借人が誕生し，同数が

死亡すると仮定する．全ての家計の寿命はT年とす

る．従って任意の時点において地域にはT人の家主

とnT人の賃借人が生存している．震災の前の時点に

おいて，T人の家主はそれぞれ (1 + n)区画の土地と

(1 +n)個の住宅を所有していると仮定する．土地と

住宅は全て同質とする．T人の家主は自ら1軒の住宅

に居住し，n軒の住宅を家賃Rで賃借人に賃貸してい

るとする．それぞれの住宅はhの建設コストを要し，

建設後は経年劣化しない．震災前の初期時点におい

ては，地域の (1 + n)T区画全てに住宅が建てられて

いるものとする．地震が生起すると全ての住宅は全

壊する．地震後に住宅を再建する場合には再建費用

hが必要となる．住宅は土地を所有する家主のみが

再建し保有することができると仮定する．家主は被

災後に0軒から (1+n)軒の間で再建する住宅数を選

択する．

全ての家計はT年の人生において高々1回被災す

ると認識していると仮定する．すなわち家計は地震

を経験する前は到着率ñで地震リスクを認識してい

るが，被災後は「残りの人生で再び被災することは

ない」と考える．家計の各時点 tの効用は住宅サービ

スの消費とその他の財の消費x(t)により定義される．

ただし住宅サービスのレベルは一定と仮定するため，

効用関数では住宅サービスの表記を省略し，u(x(t))
により表す．ただしu0(x) > 0かつu00(x) î 0．また

家計の時間選好率をrとし，外生的な安全資産の収益

率rに一致すると仮定する．家計の労働所得 yは被災

前後を通じて一定とし，地域内外で同一とする．

また，地震前には掛け捨て型のフルカバー地震保

険が存在する．1軒の住宅について保険料はí，保険

金はhとする．家主は被災前に，保有するn軒の住宅

のうちm(0 î m î n)軒に保険を掛ける．一方，地

域には被災者支援制度が存在し，被災後に地域内で

住宅を再建する家計に対して補助金Sが支給される．

また地域内の住宅を賃借する家計に対しては家賃補

助Kが供与される．両補助ともに被災時の1時点に

おいて一括して支払われると仮定する．

初期時点 t = 0において0歳である家主に着目し

よう．安全資産をw(t)と表すと，初期時点における

家主の問題は以下のように表される．

max
x(t);m(t)

Eú
îZ ú

0
u(x(t))exp(Ärt)dt

+Vj(wj(ú); ú)exp(Ärú)] (1a)

s.t. w(0) = w0 (1b)

_w(t) = rw(t) + yÄ x(t)Äm(t)í+ nR(1c)
x(t) ï 0; 0îm(t) î n; w(T ) ï 0 (1d)

記号Eú[Å]は地震到着時刻úに関する期待値操作を表

す．また下付き jは被災後に選択する住宅行動を表

し，wj(ú); Vj(Å)はそれぞれ住宅行動 jに対応した被



災後の資産，被災後人生に関する当該期価値・最適

値関数を表す．

4. 被災後の住宅選択行動

家計の行動を後ろ向き帰納法により分析する．い

ま，時刻úに地震が生起し，家主が保有するn軒の住

宅が全壊したとしよう．家主はその時点でú歳であ

り，(T Äú)年の余命を考慮しながら倒壊住宅のうち

何軒を再建するかを決定する．地震後の住宅市場の

家賃はR1とする．家主自身が居住する自宅とn1軒の

貸家を建設する場合 (j = (c;n1))，被災後の家計の問

題は以下のように表される．

max
xc;n1(t)

Z T

ú
u(xc;n1(t))expfÄr(tÄú)gdt (2a)

s.t. wc;n1(ú) = w(ú)Ä (1 + n1)h+m(ú)h+ S(2b)

_wc;n1(t) = rwc;n1(t) + yÄ xc;n1(t) + n1R1 (2c)

xc;n1 (t)ï 0; wc;n1(T ) ï 0 (2d)

式 (2b)は被災直後の安全資産の水準を表す．上問題

より被災後の家計の消費は以下の水準で一定となる．

xc;n1 = ~r(ú)wc;n1 (ú) + y +n1R1 (3)

~r(ú)は個人の実効利子率を意味する．

~r(ú) =
r

1Ä expfÄr(T Äú)g > 0; ~r0(ú) > 0 (4)

最適再建数nÉ1はfÄ~r(ú)h+R1gが正のときn，負の

とき0となる．一方，家主が被災住宅を再建せずに

地域内で借家を賃借する場合 (j = (b; i))には，上問

題の制約条件式 (2b)(2c)が以下の2式に置き換えら

れることになる．

wb;i(ú) = w(ú) +m(ú)h+K (5a)

_wb;i(t) = rwb;i(t) + y Ä xb;i(t)ÄR1 (5b)

同様に最適消費水準は時間を通じて一定となる．

xb;i = ~r(ú)wb;i(ú) + y ÄR1 (6)

同様に家主が外の地域に移住して借家を賃借する

場合 (j = (b;o))には以下の式が対応する．

wb;o(ú) = w(ú) +m(ú)hÄû (7a)

_wb;o(t) = rwb;o(t) + y Ä xb;o(t)Ä ñR (7b)
xb;o = ~r(ú)wb;o(ú) + y Ä ñR (7c)

t1 t2 t3 T ú0

(c; n)
自宅と
ｎ軒の貸家
の再建

(c; 0)
自宅のみ
再建

(b; i)(b; o)

外部地域に
移住して
借家

被災地域
で借家

t1 t2 t3 T ú0

(c; n)
自宅と
ｎ軒の貸家
の再建

(c; 0)
自宅のみ
再建

(b; i)(b; o)

外部地域に
移住して
借家

被災地域
で借家

図-1. 家主の被災時の年齢と被災後の住宅行動

ûは他地域への移動費用， ñRは外部地域の家賃であ

る．以上の被災後の消費水準xjを比較することによ

り，被災後の生涯効用水準を最大化する住宅行動 jÉ

を決定しよう．ここでパラメータについて以下の大

小関係を仮定する．

R1 > rh; S >K; û< hÄS (8a)
R1

hÄ S +K
>

ñR
hÄS Äû> r (8b)

条件 (8a)の第1式は，永久に生存する家計であれば

自宅を建築したほうが効率的であることを意味する．

第2式は住宅再建補助の方が家賃補助よりも大きい

ことを示す．第3式は多地域への移動費用が自宅の

再建のためのネットの支出よりも小さいことを示す．

当条件はhÄS >û> 0すなわち補助金が再建費用の

全てを賄えないことも意味している．条件 (8b)は外

部地域の家賃 ñRの大きさに関する上限と下限を示す．

ñRが被災地域の家賃R1より小さいという仮定も含ま

れている．

以下のように余命Åiを定義しよう．

Å1 =
1
r

[logR1Ä logfR1 Ä rhg] (9a)

Å2 =
1
r

[log ñRÄ logfñRÄ r(hÄS Äû)g] (9b)

Å3 =
1
r

[logfR1Ä ñRg
Ä logfR1 Ä ñRÄ r(K+û)g] (9c)

被災時の年齢úに依存した最適住宅行動 jÉ(ú)は，

0 < ú< t1 ë T ÄÅ1 ) (c;n) (10a)

t1 <ú< t2 ë T ÄÅ2 ) (c; 0) (10b)
t2 <ú< t3 ë T ÄÅ3 ) (b; o) (10c)

t3 <ú< T ) (b; i) (10d)

(c;n)は自宅とn軒の貸家の再建する行動，(c;0)は

自宅のみ再建する行動を意味する．

賃借人の被災後の問題も同様に定式化される．最

適住宅行動は以下のようになる．

0 <ú< t3 = T ÄÅ3 ) (b; o) (11a)



t3 T ú0

(b; i)(b;o)

外部地域に
移住して借家

被災地域
で借家

t3 T ú0

(b; i)(b;o)

外部地域に
移住して借家

被災地域
で借家

図-2. 賃借人の被災時の年齢と被災後の住宅行動

t3 <ú< T ) (b; i) (11b)

被災後の問題の最適値関数は以下のように決まる．

Vj(wjÉ(ú);ú)

=
Z T

ú
u(xjÉ(ú))expfÄr(t Äú)gdt =

u(xjÉ(ú))
~r(ú)

(12)

ただし，xjÉ(ú) =xjÉ(ú)(w(ú);m(ú);ú)である．

最も若い年齢層の家主が多くの貸家を再建するの

は，余命が長いほど長期的に家賃収入を得るための

投資の誘因が大きいからである．また住宅を貸借す

る場合にも，若いほど長期的に家賃の節約の利益を

発生させる外部地域の住宅を選択し，歳をとるほど

目先の家賃補助の効用を大きく評価するようになる．

また，式 (9a)-(9c)にはm(ú)やíが存在しない．元家

主の被災後の住宅行動は保険契約の有無には依存し

ないことがわかる．すなわち保険金は住宅再建行動

に対して中立的である．一方，住宅再建補助Sは自

宅のみを再建する年齢層を広げ，外部地域に移住す

る年齢層を薄くする効果をもつことがわかる．

5. 被災後の住宅市場均衡

被災直後の賃貸住宅市場において住宅の供給は年

齢0歳から t1歳の家主によってなされる．また需要は

t3歳からT歳の元家主と賃借人によってなされる．均

衡条件式は次式で与えられる．

nt1 = (1 +n)(T Ä t3) (13)

式 (9a)(9c)(10a)(10c)を代入し整理すると次式を得

る．

n
r

[logR1Ä logfR1Ä rhg] +
n+ 1
r

[logfR1Ä ñRg
ÄlogfR1 Ä ñR Ä r(K +û)g]Ä nT = 0 (14)

被災後の均衡家賃R1は上式を満足する．上式 (14)に
陰関数定理を適用して以下の関係を得る．

dR1
dK

> 0;
dxc;n
dK

> 0;
dt1
dK

> 0 (15a)
dt3
dK

< 0;
dxb;i
dK

= ~r(ú)Ä dR1

dK
(15b)

家賃補助Kは均衡家賃を上昇させ，最終的に家主の

消費を増加させ，市場の住宅数を増加させることが

わかる．一方，住宅再建補助Sは賃貸住宅市場の均衡

には影響を及ぼさない．本モデルの住宅再建支援制

度は，現行の大半の再建補助制度と同様に，賃貸住

宅の再建に対しては補助金を支給しないからである．

6. おわりに

以上の分析より，住宅再建補助制度は低年齢の家

主によって利用されることがわかった．また家賃補

助は高齢の家計に適用され，かつ家賃補助の一部は

最終的に借家の家主に帰着する．よって賃貸住宅を

再建する最も低い年齢層の家主は，住宅再建補助と

家賃補助の双方の利益を得ることになる．また，地

震保険は被災後の住宅再建行動，居住地選択行動に

対して中立的であることが示された．発表時には災

害前の保険行動に関する分析結果を示す予定である．

一方，本モデルの住宅市場は幾つかの点で非常に

制約的な市場となっている．例えば本研究では家主

が死亡したら，家主本人にとってはその住宅は放置

されることに等しいような状況が想定されている．

家主が被災の有無に関わらず任意の時点で住宅を売

却して借家に住み替えられるような場合，あるいは

リバースモーゲージを適用して住宅を担保に融資を

得られるような場合には被災後の住宅再建行動は異

なったものになると考えられる．今後は研究の焦点

にあわせて，様々なケースに拡張していく予定であ

る．また，住宅再建補助や家賃補助の原資について

も考慮する必要がある．被災者生活再建支援法等の

基金制度や住宅金融公庫の融資制度などが実現する

所得再分配の構造についても注意を払う必要がある．
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